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本研究では，重要な都市内公共交通の一つであるバスに着目し，全国58の地方都市を対象に，バスの利

便性指標である2010年時点のバス停の有無および運行頻度と，2010年・2015年の年齢階級別人口構成比，

および，5年間の社会増減率との関連について，500mメッシュ単位で分析した． 

その結果，2時点の人口構成比との関連では，多重比較検定を用いて，バスの利便性の高いメッシュに

おいて高齢者が占める割合より，バスの利便性の低いメッシュにおいて高齢者が占める割合の方が大きい

ことを明らかにした．また，5年間の社会増減率との関連では，4本/h以上の運行頻度があるバスの利便性

が高いメッシュにおいて，そのほかのメッシュと比較して相対的に10代の転出は抑制できるが，20代の転

入は促進できていないことを統計的に明らかにした． 
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1. はじめに 

 

(1)  背景と目的 

モータリゼーションの進展によって，誰もが自動車を

保有するようになり，人々は好きな時間に好きな場所へ

移動をすることが可能になった．これにより，人々は自

由に居住地を選択するようになり，都市は無秩序に拡大

していった．都市郊外への居住は自動車による移動を前

提としているが，自動車の利用は大気汚染や騒音などの

公害や渋滞の原因になりかねない．加えて，自動車免許

を取得できない学生など，自動車を運転できない人々は，

その利便性を享受することができないため，移動の利便

性に格差が生じてきている． 

 また，近年では，日本の人口が減少に転じ，地方都市

はその影響を大きく受けている．特に，地方都市郊外部

の過疎化は顕著であり，少子高齢化の進行も踏まえると，

今後さらに高齢者の割合が増えると予想される．身体機

能が低下し，自動車が運転できなくなった高齢者にとっ

て，移動の足としての公共交通は非常に重要である． 

出発地から目的地まで直接移動できる自動車に対し，

路線バスをはじめとする公共交通は，運行頻度や運行エ

リアが限定されているため，利便性の点では劣る．しか

し，先述した自動車を利用できない人々にとっては貴重

な交通手段であることから，今後ともその果たす役割は

大きなものであるといえる． 

 そこで，近年わが国では，「コンパクト・プラス・ネ

ットワーク」1) という概念が提唱されている．これは，

公共交通の沿線に居住を誘導し，生活拠点と中心拠点を

公共交通によって接続するというもので，これにより居

住者の生活利便性の維持・向上や，公共交通の利用促進

による交通事業者の経営改善など，さまざまな効果が期

待されている． 

しかし，これまで，公共交通の中でも特に鉄道の利便

性と人口との関連については年齢階級を考慮したものも

含め多く研究されてきたが，バスの利便性について年齢

階級を考慮した研究は筆者が知る限りない． 

以上を踏まえ，本研究では，地方都市を対象に，都市

内公共交通の中でも鉄道と並んで重要な交通手段である

バスに着目し，バス停の有無および運行頻度をバスの利

便性の指標として用い，年齢階級別の人口構成比および

社会増減率との関連を明らかにすることを目的とする． 
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(2)  既往研究のレビューと本研究の特徴 

バスの利便性に関する研究として，小森 2) ，飯島ら 3) 

が挙げられる．小森 2) は，地方都市を対象に，公共交通

網が不十分である地域に住んでいる人口の割合について，

鉄軌道・バス運行頻度を用いて分析し，公共交通不十分

地域人口割合は，平均運行頻度と負の相関があること，

駅・バス停勢圏では，運行頻度が高いほど人口密度は大

きいことなどを明らかにした．飯島ら 3) は，住宅地を走

行する地域密着型バスを対象に，地域住民へのアンケー

ト実施，GIS による利用状況の分析を行い，バス交通に

求めるサービス水準としては運行頻度の高さ，バス停の

近さの順に多いことを明らかにした．しかし，これらの

研究では年齢階級まで考慮されていない． 

鉄道の運行頻度と人口の関連を分析した研究として，

松中ら 4) ，長尾ら 5) ，伊藤ら 6) が挙げられる．松中ら 4) 

は，鉄道運行頻度と年齢階級別人口の社会増減の関連を

分析し，10～14歳・15～19歳の年齢階級は，運行頻度の

低い駅勢圏からの転出，並びに運行頻度の高い駅勢圏へ

の転入の傾向が顕著であること，20～24歳の年齢階級は，

運行頻度の低い駅ほど社会増減率が高いことなどを明ら

かにした．長尾ら 5) は，公共交通主体のコンパクトな都

市形成の実証のため，全国の地方都市における鉄軌道の

オフピーク（9～16 時台）の運行頻度や，駅周辺の人口

分布の経年変化を分析し，運行頻度が毎時 3本以上の鉄

道駅周辺では居住人口が増加していることを明らかにし

た．伊藤ら 6) は，鉄軌道の運行頻度と高齢者の人口分布

の関係について，日仏独 3か国で比較し，いずれの国で

も運行頻度が高いほど駅勢圏人口に占める高齢者の割合

が小さいが，日本では他国に比べ高齢者の多い地区にお

ける運行頻度の高い駅の整備が進んでいないことを明ら

かにした．しかし，これらの研究では駅から離れた地域

に関する分析は行われていない． 

特定の地域に限定して都市構造や人口社会増減を分析

した研究として，内原ら 7) ，武澤ら 8)，小川 9)，有賀ら 10)，

高取 11) が挙げられる．内原ら 7) は，浜松市と金沢市を対

象に，徒歩圏での生活利便性と人口社会増減について関

連を分析し，今後，高齢者が徒歩での生活利便性の点で

劣る地域に取り残される可能性があるため，それを回避

する施策が重要であることを述べた．武澤ら 8) は，北陸

地方の 8都市を対象とし，住宅単位での公共交通カバー

率や市街地変遷などを分析することで，現状の市街地構

造の特徴や問題を明らかにした．小川 9) は，和歌山市を

対象に，人口動態，交通施設の現状等に基づき，都市構

造の地域的特徴を把握した．その結果，主要駅に近い地

区における交通網整備や居住促進が人口・世帯数の安定

に寄与していることを明らかにした．有賀ら 10) は，人口

が少ないメッシュの社会増減率のばらつきを抑制するた

め，人口 3,000 人以下のメッシュに対し，隣接するメッ

シュとグルーピングを実行してから社会増減数の計算を

行い，最後に人口の再配分を行うことで社会増減率の値

が適切に得られることを示した．高取 11) は，愛知県を対

象として，2010 年から 2015 年の年齢階層別社会増減に

ついて 3次メッシュ単位で分析し，市街化区域および市

街化調整区域における社会増減数の違いについて明らか

にした．しかし，これらの研究は特定の地域に限定して

おり，一般的であるとはいえないため，全国網羅的に分

析する必要がある． 

以上の既往研究を踏まえ，本研究では，全国の地方都

市を対象として，バス停周辺のみならず都市内の広範囲

でバスの利便性をメッシュ単位で指標化し，年齢階級別

の人口構成や社会増減との関係を明らかにする． 

 

 

2. バスの利便性と年齢階級別人口に関するデー

タベースの構築 

 

(1) 対象都市の選定 

本研究では，2010年の国勢調査 12) に基づき，三大都市

圏と政令指定都市を除く，人口が 15～50 万人の市を対

象とする．なお，2011年に東出雲町を編入した松江市は

2015 年の市域，その他の都市は 2010 年の市域を扱う．

さらに以下に示す理由で3都市を対象外とし，58都市を

対象とする（表-1）． 

・ 鈴鹿市：2015年に中京都市圏に含まれたため 

・ 八戸市，佐世保市：市内の大部分のバス停で系統デ

ータが欠落しているため 

 

(2) 分析対象メッシュの選定 

本研究では，4 次メッシュ単位（2 分の 1 地域メッシ

ュ，約 500m 四方）で分析する．メッシュ単位で分析す

ることの利点としては， 

・ メッシュデータの人口をそのまま扱うことができ，

社会増減をより正確に算出することができる． 

表-1 対象都市一覧 

 

函館市 日立市 松本市 宇部市

旭川市 ひたちなか市 上田市 山口市
釧路市 足利市 沼津市 徳島市
帯広市 前橋市 富士市 高松市
苫小牧市 高崎市 磐田市 今治市
青森市 伊勢崎市 豊橋市 高知市
弘前市 太田市 津市 久留米市
盛岡市 長岡市 松阪市 佐賀市
石巻市 上越市 鳥取市 長崎市
秋田市 富山市 松江市 大分市
山形市 高岡市 倉敷市 宮崎市
福島市 金沢市 呉市 都城市
郡山市 福井市 福山市 那覇市
いわき市 甲府市 東広島市
水戸市 長野市 下関市

都市名
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・ バス停が存在する地域とバス停が存在しない地域

との比較が可能になる． 

・ バス停利用圏の円の場合，ある地点の住民がどの

バス停を利用するか，ということを考えるにあた

り，利用圏の重複を考慮する必要があるが，メッ

シュの場合，単一のメッシュ内にバス停が複数あ

っても代表値を 1 つメッシュに与えれば，メッシ

ュ内の全住民に対してその代表値を適用できる． 

が挙げられる．また，通常，バスの利用圏は「バス停か

ら半径 300m 圏」13) とされることが多く，その円の面積

と 4 次メッシュの面積がほぼ等しいため，4 次メッシュ

を採用する．分析対象のメッシュは，(1)節で選定した

対象都市の領域と一部でも重なるメッシュとする．対象

のメッシュ数は全部で 133,482である． 

 

(3) バス停およびバス路線の選定 

a) バス停の選定 

国土数値情報のバス停留所（ポイント）データ14) のう

ち，(2)節で選定した分析対象メッシュ内に存在するバ

ス停を対象とする．したがって，対象都市に含まれてい

なくても，分析対象メッシュに含まれていれば，対象バ

ス停となる．バス停のデータは2010年時点のものを用い

る．ただし，b)項で述べる，除外対象の路線のみが通過

するバス停は分析対象に含まない．対象となるバス停総

数は32,784ヶ所である． 

b) バス路線の選定 

国土数値情報のバスルート（ライン）データ 15) のうち，

(2)節で選定した分析対象メッシュを通過する路線を対

象とする．バスルートのデータは 2010 年時点のものを

用いる．ただし，定期運行している路線バスのみを対象

とするため，以下の条件に該当するデマンドバスおよび

高速バスを除外する． 

・ 「バス区分コード」が「4：デマンド」となってい

る路線 

・ 「系統名」に「デマンド」の文字列を含む路線 

・ 「事業者名」および「系統名」に「高速」の文字列

を含む路線 

・ 高速道路のラインデータ 16) と重複している路線 

対象となる路線は 4,030系統である． 

 

(4)  バスの利便性に関するデータの整備 

a) バス停における運行頻度の算出および定義 

(3)節 a)項で選定した各バス停に，運行頻度のデータを

結合させる．ここで定義する「バス停の運行頻度」は，

『国土数値情報のバスルート（ライン）データ内にある

「平日運行頻度」（上下平均）の和』で定める．結合の

手順としては，以下の 3ステップである． 

1) (3)節 a)項で選定したバス停データに対し，複数系

統が通過するバス停に関して 1系統が 1行になるよ

うにデータベースを作り直す． 

2) データベースの各行について，「事業者名」およ

び「系統名」が一致する行を(3)節 b)項で選定した

バスルートデータ内から探し，当該系統の「平日

運行頻度」をバス停留所データに与える． 

3) 複数系統が停車するバス停では，各系統に与えら

れた「平日運行頻度」の和をそのバス停の代表値

として与える． 

なお，運行頻度が不明のバスルートの一部は，既往研

究で小森 2) が調査した 2016年のデータを利用した．また，

一部データは，(往)/(復)，(右回り)/(左回り)が別々の路線

データとして整備されていたため，半分の値に修正して

計上した．フローを図-1に示す． 

b) バスの利便性によるメッシュの分類 

分析対象メッシュをバス停の有無で分類し，バス停が

存在する場合には運行頻度を対応付ける．「ある 1つの

メッシュ内に住んでいる人は，そのメッシュ内に複数の

バス停がある場合，多少歩いても，最も運行頻度の高い

バス停を利用する」という仮定に基づき，各メッシュ内

 

図-1 運行頻度の算出フロー 

バス停名 事業者名 系統

A市役所前 C社,D交通 E駅行き,F団地行き

B高校前 C社 E駅行き

バス停名 事業者名 系統

A市役所前 C社 E駅行き

A市役所前 D交通 F団地行き

B高校前 C社 E駅行き

事業者名 系統 運行頻度

C社 E駅行き 30.0

D交通 F団地行き 12.5

バス停名 事業者名 系統 運行頻度

A市役所前 C社,D交通 E駅行き,F団地行き 42.5

B高校前 C社 E駅行き 30.0

B高校前

A市役所前

国土数値情報 バス停留所（ポイント）

国土数値情報 バスルート（ライン）

バス停名 事業者名 系統 運行頻度

A市役所前 C社 E駅行き 30.0

A市役所前 D交通 F団地行き 12.5

B高校前 C社 E駅行き 30.0

事業者名と系統の整理

事業者名と系統が一致するもの
を探し、運行頻度を転記

メッシュコード123456789(例)

同じバス停のものは運行頻度の和を算出

同一メッシュコード内なので
最大値である42.5を採用

F団地行きE駅行き
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に存在するバス停の運行頻度のうち，最大値をそのメッ

シュの運行頻度とする．フローを図-1内に同様に示す．  

次に，運行頻度を対応付けたバス停が存在するメッシ

ュを，運行頻度によって分類する．各分類の閾値の運行

頻度の目安は，「バスの運行が6～22時の16時間運行で

時間帯分布は一定」である状態を仮定したものである．

また，バス停が存在しないメッシュは，周囲8メッシュ

にバス停があるかどうかで分類する．分類ごとのメッシ

ュ数を表-2に示し，バスの利便性によって分類した対象

メッシュのイメージを図-2に示す．なお，次章以降では

分析の都合上，メッシュ内人口が一定以下のものを分析

対象外とするため，本節で示したメッシュ数と分析に使

用したメッシュ数は異なることに留意されたい． 

 

(5) 人口に関するデータの整備 

a) 年齢階級別人口データの整備 

総務省統計局の地域メッシュ統計17) 18) を利用し，(2)節

で選定した分析対象メッシュにおける2010年，2015年の

年齢階級別人口のデータを整備する．なお，年齢階級別

人口は，0～84歳までが5歳階級別のデータとして存在し，

85歳以上はまとめられている．また，年齢階級別人口が

秘匿されているメッシュは，当該メッシュの年齢階級別

人口が合算されたメッシュの，各年齢階級の人口を秘匿

前の両メッシュの総人口の比に按分して利用する． 

b) 年齢階級別人口構成比の算出 

a)項で整備した年齢階級別人口データを用いて，分析

対象の各メッシュにおける，2010年と2015年の各時点の

年齢階級別人口構成比を算出する．具体的には，メッシ

ュ内の各年齢階級の人口を，そのメッシュの総人口で割

ることにより算出する． 

c) 年齢階級別社会増減率の算出 

a)項で整備した年齢階級別人口データを用いて，分析

対象の各メッシュにおける，2010～2015年の 5年間にお

ける各年齢階級の社会増減数および社会増減率を算出す

る．社会増減数とは，人口増減から出生や死亡といった

自然増減の影響を取り除いた人数で，これは転入から転

出を差し引いた人数に等しい．社会増減率とは，社会増

減数を期首人口で除したものである． 

松中ら 4) を参考に，国立社会保障・人口問題研究所が

公開している都道府県ごとの「日本版死亡データベース」
19) をもとにコーホート生存率 𝑆𝑅 を算出し，これと(a)項

で算出した年齢階級別人口を用いて，社会増減数および

社会増減率を算出する．なお，85歳以上は5歳階級のデ

ータが存在しないため，2010年時点で「0～4歳の階級」

から「75～79 歳の階級」まで（すなわち，2015 年では

「5～9 歳の階級」から「80～84 歳の階級」まで）の 16

階級を社会増減数および社会増減率算出の対象とする． 

まず，各時点・各年齢の中央死亡率を用いて，それぞ

れの 1年死亡率を求める（式(1)）． 

 

𝑞[𝑡, 𝑛] =
𝑚[𝑡, 𝑛]

1 + 0.5 × 𝑚[𝑡, 𝑛]
 (1) 

 

𝑞[𝑡, 𝑛]：𝑡（= 2011～2015）年1月1日時点で 𝑛（= 0～84）

歳であるコーホートの 1年死亡率 

𝑚[𝑡, 𝑛]：𝑡 年における 𝑛 歳の中央死亡率 

 

次に，各年齢について，当該コーホートの 1年死亡率

を生存率に換算し，それを 5年分掛け合わせることで，

1歳ごとの 5年生存率を算出する（式(2)）． 

 

𝑆𝑅[𝑛] = ∏ (1 − 𝑞[𝑡 + 𝑘, 𝑛 + 𝑘])
4

𝑘=0
 (2) 

 

𝑆𝑅[𝑛]：𝑡（= 2011）年 1月 1日時点で 𝑛（= 0～79）歳で

あるコーホートの 5年生存率 

 

さらに，1歳ごとの 5年生存率を 1月 1日時点での推

計人口で重みづけ平均することで，5 歳ごとの 5 年生存

率を算出する（式(3)）． 

 

表-2 メッシュ分類 

 

 

 

図-2 バスの利便性によって分類したメッシュ 

定義* 運行頻度の目安 表記 メッシュ数

バス停あり バス停あり 20,446

64≦fq 4本/h以上 4本/h～ 3,199

32≦fq<64 2本/h以上4本/h未満 2～4本/h 3,297

16≦fq<32 1本/h以上2本/h未満 1～2本/h 4,288

8≦fq<16 0.5本/h以上1本/h未満 0.5～1本/h 4,120

0<fq<8 0.5本/h未満 ～0.5本/h 5,542

バス停なし バス停なし 113,036

周囲8メッシュにバス停がある 隣接 36,721

周囲8メッシュにバス停がない 非隣接 76,315

* fqは運行頻度(本/日) 合計 133,482
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𝑆𝑅[𝑛~𝑛 + 4] =
∑ 𝑆𝑅[𝑘] × 𝑃𝐴𝐺[𝑡, 𝑘]𝑛+4

𝑘=𝑛

∑ 𝑃𝐴𝐺[𝑡, 𝑘]𝑛+4
𝑘=𝑛

 (3) 

 

𝑆𝑅[𝑛~𝑛 + 4]： 𝑡（= 2011）年 1月 1日時点で 𝑛 ~ 𝑛 + 4

（𝑛 = 0, 5, …, 75）歳であるコーホートの 5年生存率 

𝑃𝐴𝐺[𝑡, 𝑛]：𝑡  年 1月 1日における 𝑛 歳の推計人口 

 

 最後に，年齢階級別人口とコーホート生存率から，社

会増減数と社会増減率を算出する（式(4) (5)）． 

 

𝑆𝐶[𝑛~𝑛 + 4] = 𝑃𝐴𝐺[2015, 𝑛 + 5~𝑛 + 9]

− 𝑃𝐴𝐺[2010, 𝑛~𝑛 + 4]

× 𝑆𝑅[𝑛~𝑛 + 4] 
 

(4) 

 

𝑆𝐶𝑅[𝑛~𝑛 + 4] =
𝑆𝐶[𝑛~𝑛 + 4]

𝑃𝐴𝐺[2010, 𝑛~𝑛 + 4]
 (5) 

 

𝑆𝐶[𝑛~𝑛 + 4] ：2010年に 𝑛 ~ 𝑛 + 4 歳であるコーホート

の 5年間の社会増減数 

𝑃𝐴𝐺[2010, 𝑛~𝑛 + 4] ：2010 年に 𝑛 ~ 𝑛 + 4 歳であるコ

ーホートの人数 

𝑃𝐴𝐺[2015, 𝑛 + 5~𝑛 + 9] ：2015 年に 𝑛 + 5 ~ 𝑛 + 9 歳

であるコーホートの人数 

𝑆𝑅[𝑛~𝑛 + 4] ：2010年に 𝑛 ~ 𝑛 + 4 歳であるコーホート

が 2015年に生存している確率 

𝑆𝐶𝑅[𝑛~𝑛 + 4] ：2010 年に 𝑛 ~ 𝑛 + 4 歳であるコーホー

トの 5年間の社会増減率 

𝑛 ：基準の年齢（ 0, 5, …, 75） 

 

 

3. バスの利便性と年齢階級別人口構成比の関連

分析 

 

2010 年時点のバス停の有無および運行頻度と，2010

年・2015年の 2時点における年齢階級別人口構成比の関

連をメッシュ単位で分析する．表-2の分類に基づいて対

象メッシュを 7 種類に分類し，第 2 章 b)項で算出した

2010・2015年の 2時点における年齢階級別人口構成比の

平均値を算出する．ただし，各時点において人口が 100

人未満のメッシュは，人口構成比が極端な値になりうる

と考え，分析の対象外とする．分析対象としたメッシュ

の数を表-3に示す．また，算出した年齢階級別人口構成

比の平均値について図-3に示す．さらに，各分類におけ

る年齢階級別人口構成比の平均値に対し，Steel-Dwass の

方法で多重比較検定を行った結果についても表-4に示す． 

図-3に示すように，メッシュ内に占める割合が分類に

よって異なる年齢階級があり，2010年時点では特に20～

24 歳の階級から 45～49 歳の階級は，運行頻度の高い分

類ほど，メッシュ人口に占める割合が高くなる傾向にあ

る．一方で，55～59歳より年長の階級では，ほぼすべて

の階級で，運行頻度の低い分類ほどメッシュ人口に占め

る割合が高くなる傾向にあり，この原因として，郊外開

発が盛んだった 1980 年代前後に開発された団地に当時

転入した人々が，バスに頼らず自家用車を利用した生活

を送り始め，そのまま定住していることが考えられる．

多重比較検定の結果においても，表-4に示すように，こ

れらの年齢階級では多くの分類間で 5％水準や 1％水準

の有意な差が見られ，運行頻度の高低によって年齢階級

別人口の構成比には差があるといえる． 

バス停なしメッシュに着目すると，表-4に示すように，

非隣接メッシュにおいては，最も運行頻度の低い 0.5 本

/h未満メッシュとの間に有意な差があまり見られない．

構成比の数値があまり変わらないため，これらの分類の

年齢階級別人口構成比は類似しているといえる．一方で，

隣接メッシュにおいては，それらと異なり，20～40代の

占める割合が高く，60 代以上の占める割合が低いとい

う，運行頻度の高い分類と同様の傾向を示している．こ

れは，隣接しているバス停ありメッシュの運行頻度が，

多様であることも要因の一つと考えられる． 

さらに，2010 年と 2015 年で傾向に差が見られるか，

考察する．2015 年においても，20～24 歳の階級から 50

～54 歳の階級では，運行頻度の高い分類ほどメッシュ

人口に占める割合が高くなる傾向にあり，60～64歳より

年長の階級では，ほぼすべての階級で，運行頻度の低い

分類ほどメッシュ人口に占める割合が高くなる傾向にあ

る，というように，2010年と同様の傾向が見られる． 

2010年から2015年に推移する際，年齢階級は1つ上が

るため，人口変動がなければグラフはそのまま右にずれ

ることを踏まえると，例えば，2010年にすべての分類で

構成比が 8 %を超えていた 60～64歳の階級は，2015年に

65～69歳の階級となってもその構成比やメッシュ分類間

の大小関係をほぼ維持しているため，このコーホートで

は人口変動があまりなかったことが推測できる． 

2010 年に 80～84 歳の階級が各メッシュ分類で占める

割合は，その値が小さいもので，2本/h以上 4 本/h未満

メッシュなどの利便性の高いメッシュで 4%に届かず，

大きいものでも，0.5本/h未満メッシュなどの利便性の低

いメッシュで，4.3%前後である．それに対し，2010年の

60～64歳の階級は，このコーホートで人口変動がない場

表-3 分析対象メッシュ数 

 

メッシュ分類 2010年 2015年
4本/h～ 2,889 2,866
2～4本/h 2,768 2,740
1～2本/h 3,126 3,058

0.5～1本/h 2,639 2,554
～0.5本/h 2,544 2,407

隣接 8,633 8,421
非隣接 2,313 2,184
合計 24,912 24,230
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合，2030 年に 80～84 歳の階級となったとき，利便性の

高いメッシュで 8%前後，利便性の低いメッシュ内で

8.5％前後となる恐れがある．このように，いずれのメ

ッシュ分類においても高齢者の割合が増加することに加

え，利便性の高いメッシュに占める高齢者の割合より，

利便性の低いメッシュに占める高齢者の割合の方が高い

という状態が継続することがグラフから推察される． 

一方で，2010 年に 15～19 歳の階級は，いずれのメッ

シュ分類においても構成比が 4.8%前後で，有意な差が

見られなかったが，2015 年に 20～24 歳の階級となった

とき，非隣接メッシュでは約 1%も構成比が減少したよ

うに，分類間の差が広がったことから，メッシュの分類

によって人口変動に与える影響が異なると考えられる．

これについては，次の第 4章で詳しく分析する． 

 

 

4. バスの利便性と年齢階級別社会増減率の関連

分析 

 

2010年時点のバス停の有無および運行頻度と，2010年

から2015年の5年間の年齢階級別社会増減率について，

メッシュ単位で分析する．社会増減率は算出の分母とな

る期首人口（ここでは 2010 年の人口）によって値が大

きく変動するため，人口規模が同程度のメッシュで比較

するのが適切である．したがって，以降では 2010 年の

メッシュ内人口に応じて，対象メッシュを 100 人以上

500人未満，500人以上1,000人未満，1,000人以上2,000人

未満の 3階層に分けて分析する．各階層の対象メッシュ

数を表-5に示す．なお，社会増減率が 2を超える年齢階

級は外れ値とし，その年齢階級の分析に限り対象外とす

る．また，本稿では最も有意判定が多かった 1,000 人以

上 2,000 人未満の人口規模の場合についてのみ図表に示

し，考察を行う． 

図-2の分類に基づいて対象メッシュを 7種類に分類し，

第 2章 c)項で算出した 2010～2015年の 5年間の年齢階級

別社会増減率の平均値を算出する．1,000人以上 2,000人

未満の人口規模における社会増減率の平均値を，図-4に

示す．また，各分類における社会増減率の平均値につい

 

 
図-3 メッシュ分類別人口構成比（上：2010年，下：2015年） 
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て，Steel-Dwass の方法で多重比較検定を行った結果につ

いても表-6に示す．なお，図表内に示している年齢は，

期首年齢（2010年の年齢）である． 

まず，10代に着目する．図-4に示すように，ほとんど

の分類で社会増減率が負の値となっている．また，期首

年齢 10～14歳の階級よりも，期首年齢 15～19歳の階級

表-4 メッシュ分類別人口構成比の多重比較結果（2010年） 

 

高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低

2～4本/h 4.16 ** 4.33 ** 4.66 ** 4.88  4.86 ** 5.35  

1～2本/h 4.01  4.31 ** 4.69 ** 4.80  4.59 ** 5.15 **
0.5～1本/h 4.02  4.47 ** 4.75 ** 4.70  4.30 ** 5.08 **
～0.5本/h 3.92  4.41 ** 4.79 ** 4.73  4.26 ** 4.95 **

隣接 4.14  4.56 ** 4.85 ** 4.90  4.64 ** 5.20 **
非隣接 3.86 ** 4.43 ** 4.78 ** 4.82  4.27 ** 4.97 **

1～2本/h 4.01 ** 4.31  4.69  4.80  4.59 * 5.15 **
0.5～1本/h 4.02 ** 4.47  4.75  4.70  4.30 ** 5.08 **
～0.5本/h 3.92 ** 4.41  4.79  4.73  4.26 ** 4.95 **

隣接 4.14 * 4.56  4.85 * 4.90  4.64 ** 5.20 **
非隣接 3.86 ** 4.43  4.78  4.82  4.27 ** 4.97 **

0.5～1本/h 4.02  4.47  4.75  4.70  4.30 ** 5.08  
～0.5本/h 3.92  4.41  4.79  4.73  4.26 ** 4.95 **

隣接 4.14  4.56 ** 4.85  4.90  4.64  5.20  
非隣接 3.86 ** 4.43  4.78  4.82  4.27  4.97 **

～0.5本/h 3.92  4.41  4.79  4.73  4.26  4.95  
隣接 4.14  4.56  4.85  4.90  4.64 ** 5.20  

非隣接 3.86 ** 4.43  4.78  4.82  4.27  4.97  
隣接 4.14 ** 4.56 * 4.85  4.90  4.64 ** 5.20 **

非隣接 3.86  4.43  4.78  4.82  4.27  4.97  
隣接 非隣接 4.14 3.86 ** 4.56 4.43 * 4.85 4.78  4.90 4.82  4.64 4.27  5.20 4.97 **

4.30 5.08

4.26 4.95

4.86 5.35

4.59 5.15

5.13 5.39

20～24歳 25～29歳
構成比（％）

判定
構成比（％）

判定

0.5～1本/h 4.02 4.47 4.75 4.70

～0.5本/h 3.92 4.41 4.79 4.73

2～4本/h 4.16 4.33 4.66 4.88

1～2本/h 4.01 4.31 4.69 4.80

判定
構成比（％）

判定

4本/h～ 3.95 4.08 4.38 4.82

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳
バスの利便性 構成比（％）

判定
構成比（％）

判定
構成比（％）

高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低

2～4本/h 6.28  7.19  6.31  6.09 ** 6.16 * 7.06  

1～2本/h 6.01  7.00 * 6.20 ** 6.01 ** 6.25  7.34 **
0.5～1本/h 6.00 * 6.97 ** 6.05 ** 5.89 ** 6.21  7.33 **
～0.5本/h 5.79 ** 6.73 ** 5.86 ** 5.90 ** 6.32  7.50 **

隣接 6.08 * 7.15  6.19 ** 5.96 ** 6.16 ** 7.25  
非隣接 5.84 ** 6.78 ** 5.95 ** 5.74 ** 6.27  7.63 **

1～2本/h 6.01 ** 7.00 * 6.20 * 6.01  6.25  7.34 **
0.5～1本/h 6.00 ** 6.97 ** 6.05 ** 5.89 ** 6.21  7.33 **
～0.5本/h 5.79 ** 6.73 ** 5.86 ** 5.90 ** 6.32  7.50 **

隣接 6.08 ** 7.15  6.19 ** 5.96 ** 6.16  7.25  
非隣接 5.84 ** 6.78 ** 5.95 ** 5.74 ** 6.27  7.63 **

0.5～1本/h 6.00  6.97  6.05  5.89  6.21  7.33  
～0.5本/h 5.79 ** 6.73 ** 5.86 ** 5.90  6.32  7.50  

隣接 6.08  7.15  6.19  5.96  6.16  7.25  
非隣接 5.84 * 6.78 ** 5.95 ** 5.74 ** 6.27  7.63 **

～0.5本/h 5.79 * 6.73 ** 5.86 ** 5.90  6.32  7.50  
隣接 6.08  7.15  6.19  5.96  6.16  7.25  

非隣接 5.84  6.78 * 5.95  5.74 ** 6.27  7.63 *
隣接 6.08 ** 7.15 ** 6.19 ** 5.96  6.16 ** 7.25 **

非隣接 5.84  6.78  5.95  5.74 * 6.27  7.63  
隣接 非隣接 6.08 5.84 * 7.15 6.78 ** 6.19 5.95 ** 5.96 5.74 ** 6.16 6.27  7.25 7.63 **

5.86 5.90 6.32 7.50

6.05 5.89 6.21 7.33

6.20 6.01 6.25 7.34

6.31 6.09 6.16 7.06

6.43 6.26 6.25 7.06

構成比（％）
判定

構成比（％）
判定

40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳
構成比（％）

判定
構成比（％）

判定

0.5～1本/h 6.00 6.97

～0.5本/h 5.79 6.73

2～4本/h 6.28 7.19

1～2本/h 6.01 7.00

判定
構成比（％）

判定

4本/h～ 6.14 7.18

30～34歳 35～39歳
バスの利便性 構成比（％）

高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低

2～4本/h 0.007  0.008  0.011  0.004  0.004  

1～2本/h 0.009  0.011  0.008  0.004  0.007  
0.5～1本/h 0.009  0.002  0.009  -0.001  0.014  
～0.5本/h 0.027  0.022  0.023 ** 0.030 * 0.021  

隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  
非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  

1～2本/h 0.009  0.011  0.008  0.004  0.007  
0.5～1本/h 0.009  0.002  0.009  -0.001  0.014  
～0.5本/h 0.027  0.022  0.023  0.030  0.021  

隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  
非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  

0.5～1本/h 0.009  0.002  0.009  -0.001  0.014  
～0.5本/h 0.027  0.022  0.023  0.030  0.021  

隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  
非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  

～0.5本/h 0.027  0.022  0.023  0.030  0.021  
隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  

非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  
隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  

非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  
隣接 非隣接 0.012 0.011  0.014 0.018  0.015 0.005  0.006 -0.004  0.000 0.000  

*:5%有意  **:1%有意

～0.5本/h 0.027 0.022 0.023 0.030 0.021

0.5～1本/h 0.009 0.002 0.009 -0.001 0.014

1～2本/h 0.009 0.011 0.008 0.004 0.007

2～4本/h 0.007 0.008 0.011 0.004 0.004

4本/h～ 0.001 0.001 -0.003 -0.005 -0.010

社会増減率
判定

社会増減率
判定

社会増減率
判定

55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳
バスの利便性 社会増減率

判定
社会増減率

判定
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の方が大きく社会減となっており，これは高校や大学へ

の進学，就職などで，3 大都市圏などの大都市へ人口が

流出していることが原因として考えられる．また，多重

比較検定の結果としては，10～14歳の 3割程度，15～19

歳の 2 割程度で有意な差が見られる．その多くは，4 本

/h以上メッシュとその他のメッシュの間で1％水準や5％

水準の有意な差があることを示しているため，4 本/h 以

上メッシュの社会増減率が大きいことを表している．し

たがって，4 本/h 以上の運行頻度がある場合には相対的

に社会減の傾向が抑制されるといえ，図-4の10～14歳の

ように，人口規模によっては社会増となる場合もある．

以上より，バスの利便性が高いことで 10 代の転出を相

対的に抑制していると考えられる． 

 次に，20代に着目する．図-4に示すように，期首年齢

20～24歳，25～29歳の社会増減率が他の階級に比べて大

きく正の値となっており，20～24歳では特に顕著である．

これは，大学進学で大都市に流出していた人々の一部が

故郷に戻ってきていることなどが原因として考えられる．

多重比較検定の結果としては，3 割程度の組み合わせで

有意な差が見られる．これらの多くは，4 本/h 以上メッ

シュの社会増減率が小さいことを表しているため，4 本

/h以上の運行頻度がある場合には相対的に社会増の傾向

が弱まるといえる．これは，10 代の時点で運行頻度の

低いメッシュの方が相対的に社会減であったため，転出

が多いほど転入が多くなった結果と考えられる．また，

図-4に示すように，10代での社会減の絶対値より，20代

での社会増の絶対値の方が大きいため，20 代で故郷に

戻ること以外の新規転入が一定数あり，そのような人々

は，特にバスの利便性の低いメッシュに転入していると

考えられる． 

 最後に，30 代以上の階級に着目する．これらの階級

については，社会増減率の絶対値が非常に小さい値とな

っている．また，多重比較検定の結果としては，1%水

準や5%水準の有意な差がある組み合わせは，1割未満で

あり，概してバスの利便性によって年齢階級別社会増減

率に差があるとはいえない． 

 

 

5. 結論 

 

本研究では，都市内公共交通の中でも鉄道と並んで重

要な交通手段の一つであるバスに着目し，バスの利便性

と年齢階級別の人口分布の関連性を明らかにすることを

目的として，全国 58 の地方都市を対象に，2010 年時点

のバス停の有無および運行頻度と，2010年・2015年の年

齢階級別の人口構成比，および，5 年間の社会増減率と

の関連を 500mメッシュ単位で分析した． 

 まず，対象都市，対象メッシュ，対象バス停・路線を

定義し，各メッシュにおけるバスの利便性指標と年齢階

級別の人口構成比および社会増減率を算出した．  

 次に，算出したバスの利便性と 2時点の年齢階級別人

口構成比の関連について分析した．その結果，バスの利

便性の高いメッシュでは 20～40 代の占める割合が，バ

スの利便性の低いメッシュでは 60 代以上の占める割合

が，それぞれ相対的に大きいことを統計的に明らかにし

た．  

 続いて，算出したバスの利便性と， 5年間の年齢階級

別社会増減率の関連について分析した．その結果，期首

表-5 分析対象メッシュ数 

 

メッシュ分類  100～500  500～1,000  1,000～2,000
4本/h～ 583 711 1,270
2～4本/h 899 818 909
1～2本/h 1,400 738 819

0.5～1本/h 1,431 591 470
～0.5本/h 1,635 457 274

隣接 5,297 1,673 1,033
非隣接 1,802 271 60
合計 13,047 5,259 4,835

 
図-4 メッシュ分類別社会増減率（人口規模 1,000人以上 2,000人未満） 
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年齢 10代では，社会増減率が大きく負の値であり，4本

/h以上メッシュは他のメッシュと比べて社会減の傾向が

抑制されることを，期首年齢 20 代では，社会増減率が

大きく正の値であり，4 本/h 以上メッシュで相対的に社

会増の傾向が弱まるため，20 代の転入の促進にはなっ

ていないことをそれぞれ統計的に明らかにした．  

  

 

表-6 メッシュ分類別社会増減率の多重比較結果 

 

高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低

2～4本/h -0.009  -0.001  0.010 ** -0.049  0.094  0.007  

1～2本/h 0.005  0.005  -0.002 ** -0.106 ** 0.116 * 0.030 **
0.5～1本/h -0.017  0.001  -0.029 ** -0.111 ** 0.162 ** 0.039 **
～0.5本/h -0.013  -0.006  -0.016 * -0.103  0.193 ** 0.059 **

隣接 -0.018  0.000  -0.003 ** -0.055  0.146 ** 0.034 **
非隣接 -0.014  -0.037  -0.075  -0.099  0.121  -0.038  

1～2本/h 0.005  0.005  -0.002  -0.106  0.116  0.030  
0.5～1本/h -0.017  0.001  -0.029  -0.111  0.162  0.039  
～0.5本/h -0.013  -0.006  -0.016  -0.103  0.193 ** 0.059  

隣接 -0.018  0.000  -0.003  -0.055  0.146  0.034 *
非隣接 -0.014  -0.037  -0.075  -0.099  0.121  -0.038  

0.5～1本/h -0.017  0.001  -0.029  -0.111  0.162  0.039  
～0.5本/h -0.013  -0.006  -0.016  -0.103  0.193 * 0.059  

隣接 -0.018  0.000  -0.003  -0.055 * 0.146  0.034  
非隣接 -0.014  -0.037  -0.075  -0.099  0.121  -0.038  

～0.5本/h -0.013  -0.006  -0.016  -0.103  0.193  0.059  
隣接 -0.018  0.000  -0.003 * -0.055 * 0.146  0.034  

非隣接 -0.014  -0.037  -0.075  -0.099  0.121  -0.038  
隣接 -0.018  0.000  -0.003  -0.055  0.146  0.034  

非隣接 -0.014  -0.037  -0.075  -0.099  0.121  -0.038  
隣接 非隣接 -0.018 -0.014  0.000 -0.037  -0.003 -0.075  -0.055 -0.099  0.146 0.121  0.034 -0.038  

0.039

～0.5本/h -0.013 -0.006 -0.016 -0.103 0.193 0.059

0.5～1本/h -0.017 0.001 -0.029 -0.111 0.162

判定
社会増減率

0.007

1～2本/h 0.005 0.005 -0.002 -0.106 0.116 0.030

2～4本/h -0.009 -0.001 0.010 -0.049 0.094

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳

判定

4本/h～ 0.010 -0.003 0.052 -0.015 0.059 -0.010

判定
社会増減率

判定
社会増減率

判定
社会増減率バスの利便性 社会増減率

判定
社会増減率

高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低

2～4本/h -0.005  -0.001  0.002  0.001  0.007  

1～2本/h 0.009  0.005  0.000  0.003  0.004  
0.5～1本/h -0.007  -0.001  -0.010  -0.006  0.003  
～0.5本/h 0.011  0.004  0.007  0.014  0.013  

隣接 0.001  -0.001  -0.001  0.004  0.010  
非隣接 -0.018  -0.014  -0.034  0.008  -0.010  

1～2本/h 0.009  0.005  0.000  0.003  0.004  
0.5～1本/h -0.007  -0.001  -0.010  -0.006  0.003  
～0.5本/h 0.011  0.004  0.007  0.014  0.013  

隣接 0.001  -0.001  -0.001  0.004  0.010  
非隣接 -0.018  -0.014  -0.034  0.008  -0.010  

0.5～1本/h -0.007  -0.001  -0.010  -0.006  0.003  
～0.5本/h 0.011  0.004  0.007  0.014  0.013  

隣接 0.001  -0.001  -0.001  0.004  0.010  
非隣接 -0.018  -0.014  -0.034  0.008  -0.010  

～0.5本/h 0.011  0.004  0.007  0.014  0.013  
隣接 0.001  -0.001  -0.001  0.004  0.010  

非隣接 -0.018  -0.014  -0.034  0.008  -0.010  
隣接 0.001  -0.001  -0.001  0.004  0.010  

非隣接 -0.018  -0.014  -0.034  0.008  -0.010  
隣接 非隣接 0.001 -0.018  -0.001 -0.014  -0.001 -0.034  0.004 0.008  0.010 -0.010  

判定
社会増減率

判定

4本/h～ 0.014 0.012

30～34歳 35～39歳
バスの利便性 社会増減率

40～44歳 45～49歳 50～54歳
社会増減率

判定
社会増減率

2～4本/h -0.005 -0.001

1～2本/h 0.009 0.005

判定
社会増減率

判定

0.013 0.011 0.004

0.002 0.001 0.007

0.000 0.003 0.004

0.5～1本/h -0.007 -0.001

～0.5本/h 0.011 0.004

-0.010 -0.006 0.003

0.007 0.014 0.013

高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低

2～4本/h 0.007  0.008  0.011  0.004  0.004  

1～2本/h 0.009  0.011  0.008  0.004  0.007  
0.5～1本/h 0.009  0.002  0.009  -0.001  0.014  
～0.5本/h 0.027  0.022  0.023 ** 0.030 * 0.021  

隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  
非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  

1～2本/h 0.009  0.011  0.008  0.004  0.007  
0.5～1本/h 0.009  0.002  0.009  -0.001  0.014  
～0.5本/h 0.027  0.022  0.023  0.030  0.021  

隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  
非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  

0.5～1本/h 0.009  0.002  0.009  -0.001  0.014  
～0.5本/h 0.027  0.022  0.023  0.030  0.021  

隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  
非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  

～0.5本/h 0.027  0.022  0.023  0.030  0.021  
隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  

非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  
隣接 0.012  0.014  0.015  0.006  0.000  

非隣接 0.011  0.018  0.005  -0.004  0.000  
隣接 非隣接 0.012 0.011  0.014 0.018  0.015 0.005  0.006 -0.004  0.000 0.000  

*:5%有意  **:1%有意

～0.5本/h 0.027 0.022 0.023 0.030 0.021

0.5～1本/h 0.009 0.002 0.009 -0.001 0.014

1～2本/h 0.009 0.011 0.008 0.004 0.007

2～4本/h 0.007 0.008 0.011 0.004 0.004

4本/h～ 0.001 0.001 -0.003 -0.005 -0.010

社会増減率
判定

社会増減率
判定

社会増減率
判定

55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳
バスの利便性 社会増減率

判定
社会増減率

判定
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AN ANALYSIS OF THE RELATIONSHIP BETWEEN BUS CONVENIENCE, 

POPULATION COMPOSITION AND SOCIAL CHANGE RATE 

BY AGE GROUPS IN LOCAL CITIES 

 

Yudai ISHIWATARI, Ryoji MATSUNAKA and Tetsuharu OBA 

 
This study focuses on buses which comprise one of the most important forms of public transportation in 

local cities. Targeting 58 local cities, we statistically analysed the relationship between the existence of bus 

stops and bus frequency as of 2010, population composition ratio in 2010 and 2015, and the social change 

rate for 5 years by age groups in units of 500m mesh.  

Results were clarified using multiple comparison tests. They show that in relation to the population com-

position ratio at the two time points, the ratio of elderly people in the mesh with low bus convenience is 

larger than that with high bus convenience. Furthermore, in relation to the social change rate for 5 years, 

the mesh with high bus convenience, which had a frequency of 4 buses or more per hour, can suppress the 

number of teens leaving compared to other meshes. However, it was revealed that the number of those in 

their 20s moving in could not be promoted. 
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